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公布された規則のあらまし

◇鳥取県会計規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 職員が適正な会計事務を行えるよう会計規則の規定を見直す。

(２) 県の行政組織の見直し及び地方自治法の一部改正に伴う関係規定の整備その他所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 知事部局、出納局、教育委員会事務局及び労働委員会事務局において、歳入の徴収及び支出負担行為の

事務手続を行うときは、庶務集中局の事前審査を受けることとする。

(２) 総合事務所においては、旅費出納員を置かないものとする。

(３) 契約書の作成を省略できる場合に、１件100万円未満の一般競争入札による契約をするときを加える。

(４) 歳入計算書及び歳出計算書の出納長への提出期限を６月30日を過ぎない範囲で出納長が指定する日まで

（現行 ６月15日まで）とする。

(５) 契約金額の３割を超えて前金払できる場合に、事務用機器の再リース契約における前金払を加える。

(６) 会計事務に係る賠償責任を有する職員の範囲を支出負担行為又は支出命令の事務に直接関与した係長以

上の職員とする。

(７) 所属の長は、法令の規定に違反して支出負担行為を行うこと等により、県に損害が生じるおそれがある

と認めるときは、庶務集中局長に報告するものとする。

(８) 出納長の設置の根拠について、規則中引用している地方自治法の根拠規定を改める。

(９) その他所要の規定の整備を行う。

(10) 施行期日は、平成19年４月１日とする。

◇鳥取県収入証紙規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 総合事務所の実情にかんがみ、証紙の消印は、総合事務所にあっては、各局の課長が行うこととする。

(２) (１)に伴い、総合事務所にあっては、各局の課長が証紙徴収整理簿を整理し、証紙による収入の状況を

予算主務課長へ報告するものとする。

(３) 収入状況報告の方法を見直す。

(４) (１)から(３)までに掲げるもののほか、鳥取県屋外広告物条例の一部改正及び県の行政組織の見直しに

伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 総合事務所にあっては、証紙の消印及び証紙徴収整理簿の整理を各局の課長（現行 総合事務所長）が

行うこととする。

(２) 証紙収入状況の報告時期を上半期及び下半期（現行 毎四半期）とし、データベースの整備に伴い不要

となる報告書を廃止する。

(３) 歳入への受入れの手続は、予算主務課長（現行 総務部庶務集中局集中化推進室長及び警察本部会計課

長）の業務とする。

(４) 鳥取県産業技術センターの設備使用料及び手数料に係る規定を削る。

(５) 証紙による収入の方法により徴収する歳入に屋外広告業の登録に係る手数料を加える。

(６) その他所要の規定の整備を行う。

(７) 施行期日等

ア 施行期日は、(１)から(４)まで及び(６)は平成19年４月１日、(５)は同年10月１日とする。

イ (２)については、平成19年度の証紙による収入から適用する。

平成19年３月30日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第59号
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規 則

鳥取県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第43号

鳥取県会計規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この条において「移動条項

等」という。）に対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この

条において「移動後条項等」という。）が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動

条項等に対応する移動後条項等が存在しない場合には、当該移動条項等（以下この条において「削除条項等」

という。）を削り、移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以下この

条において「追加条項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項、号及び別表の表示並びに削除条項等を除く。以下この条に

おいて「改正部分」という。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項及び号の表示並びに

追加条項等を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該

改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という。）に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という。）が存在する場合には、

当該改正表を当該改正後表に改め、改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加える。

次の表の改正前の欄中別表の表示に下線が引かれた別表を削る。

改 正 後 改 正 前

目次 目次

第１章～第５章 略 第１章～第５章 略

第６章 契約 第６章 契約

第１節～第３節 略 第１節～第３節 略

第４節 随意契約（第135条の２－第137条の３） 第４節 随意契約（第135条の２－第137条）

第７章～第12章 略 第７章～第12章 略

附則 附則

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、当該各号に定めるところによる。

(１) 部 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条 (１) 部 鳥取県部等設置条例（平成６年鳥取県条

例第５号）第１条の規定により設置された部局等 例第５号）第１条の規定により設置された部局

（以下「部局等」という。） 、出納局、議会事 等、出納局、議会事務局、教育委員会事務局、人

務局、教育委員会事務局、人事委員会事務局、監 事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事
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査委員事務局、労働委員会事務局及び警察本部を 務局並びに警察本部をいう。

いう。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

(４) 統轄店 指定金融機関の店舗で指定金融機 (４) 統轄店 指定金融機関の店舗で指定金融機

関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関（以 関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関（以

下「指定金融機関等」という。）の事務の取りま 下「指定金融機関等」という。）の事務の取りま

とめを行うものとして知事（鳥取県事務処理権限 とめを行うものとして知事が指定したものをい

規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項 う。

の規定により知事の権限に属する事務が委任され

ている場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県

行政組織条例第13条第２項に規定する部局長等、

部局等を構成する内部組織の長その他の知事の権

限に属する事務を処理するための組織を構成する

機関の長。以下同じ。）が指定したものをいう。

(５)及び(６) 略 (５)及び(６) 略

(７) 収納取扱店 収納代理金融機関の店舗をい

う。

（部における事務手続） （部における事務手続）

第３条 略 第３条 略

２ 部局等、出納局、教育委員会事務局及び労働委員

会事務局における事務手続のうち、次に掲げるもの

を行うときは、事前に庶務集中局（鳥取県行政組織

規則第５条第２項の規定により設置された庶務集中

局をいう。以下同じ。）の職員の審査を受けなれば

ならない。

(１) 歳入の徴収の手続（庶務集中局長が別に定め

るものに限る。）

(２) 支出負担行為の手続（庶務集中局長が別に定

めるものを除く。）

（知事の事務の委任） （知事の事務の委任）

第４条 略 第４条 略

２ 出納機関の長に事故があるとき又は出納機関の長 ２ 出納機関の長に事故があるとき又は出納機関の長

が欠けたときは、知事が指定した職員がその事務を が欠けたときは、知事が指定した吏員がその事務を

行う。 行なう。

３ 第１項の事務手続のうち歳入の徴収及び支出負担 ３ 第１項の事務手続のうち歳入の徴収及び支出負担

行為の手続は、庶務集中局長が別に定める方法によ 行為の手続を行うときは、出納員の審査を受けなけ

り行わなければならない。 ればならない。ただし、知事が別に定めるものにつ

いては、この限りでない。

（旅費出納員） （旅費出納員）

第５条の２ 前条の出納員に加え、部に旅費（旅行命 第５条の２ 前条の出納員に加え、部及び総合事務所

令簿によるものに限る。）に係る支出負担行為の確 （鳥取県総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例

認及び支出に関する事務を行わせる出納員（以下「旅 第40号）第１条の規定により設置された総合事務所
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費出納員」 という。）を置き、次の表の左欄に掲 をいう。以下同じ。）に旅費（旅行命令簿によるも

げる部の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める のに限る。）に係る支出負担行為の確認及び支出に

者をもって充てる。 関する事務を行わせる出納員（以下「旅費出納員」

という。）を置き、次の各号に掲げる部の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める者をもって充てる。

(１) 知事部局の各部（行政監察監を除く。） 部

の予算経理、連絡調整及び庶務に関する事務を所

掌する課の当該事務を総括する課長補佐（課長補

佐と同等の職を含む。以下この条において同じ。）

の職にある者

(２) 行政監察監 総務部総務課の課長補佐の職に

ある者

(３) 出納局 会計管理室の室長補佐の職にある者

(４) 議会事務局 総務課の課長補佐の職にある者

(５) 教育委員会事務局 次に掲げる事務の区分に

応じ、それぞれに定める者をもって充てる。

ア イに掲げる事務以外の事務 教育総務課の庶

務事務を担当する課長補佐の職にある者

イ 県内の市町村又は地方公共団体の組合の設置

する小学校、中学校又は養護学校の教職員が行

う電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による

情報の処理の用に供されるものをいう。以下同

じ。）により申請された旅費の支出負担行為の

確認又は支出に係る事務 教育総務課の給与・

人事担当主幹の職にある者

(６) 人事委員会事務局 任用課長の職にある者

(７) 監査委員事務局 監査第一課長の職にある者

(８) 労働委員会事務局 会計事務を担当する主幹

の職にある者

(９) 警察本部 警務部会計課の次席の職にある者

(10) 総合事務所 県民局企画総務課又は県民局企

画県民課の会計係長（会計に関する事務を担当す

る副主幹を含む。）の職にある者

(１) 部局等（行政 部の予算経理、連絡調整

監察監を除く。） 及び庶務に関する事務を

所掌する課の当該事務を

総括する課長補佐（課長

補佐と同等の職を含む。

以下この表において同

じ。）の職にある者

(２) 行政監察監 総務部総務課の課長補佐
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の職にある者

(３) 出納局 会計管理室の室長補佐の

職にある者

(４) 議会事務局 総務課の主幹（会計に関

する事務を担当する主幹

に限る。）の職にある者

(５) 教育委員会事 次に掲げる事務の区分に

務局 応じ、それぞれに定める

者

ア イに掲げる事務以

外の事務 教育総務

課の庶務事務を担当

する課長補佐の職に

ある者

イ 県内の市町村又は

地方公共団体の組合

の設置する小学校、

中学校若しくは特別

支援学校の教職員が

行う電磁的記録（電

子的方式、磁気的方

式その他人の知覚に

よっては認識するこ

とができない方式で

作られる記録であっ

て、電子計算機によ

る情報の処理の用に

供されるものをいう。

以下同じ。）により

申請された旅費の支

出負担行為の確認又

は支出に係る事務

教育総務課の給与担

当主幹の職にある者

(６) 人事委員会事 任用課長の職にある者

務局

(７) 監査委員事務 監査第一課長の職にある

局 者

(８) 労働委員会事 会計事務を担当する主幹
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務局 の職にある者

(９) 警察本部 警務部会計課の次席の職

にある者

２ 地方自治法の一部を改正する法律（平成18年法律 ２ 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」と

第53号）附則第３条第２項の規定によりなおその効 いう。）第171条第４項の規定に基づき、出納長を

力を有することとされる同法による改正前の地方自 して、その事務の一部を旅費出納員に委任させるも

治法（昭和22年法律第67号。以下「旧法」という。） のとする。

第171条第４項の規定に基づき、出納長をして、そ

の事務の一部を旅費出納員に委任させるものとす

る。

３ 略 ３ 略

（分任出納員及び会計員） （分任出納員及び会計員）

第５条の３ 略 第５条の３ 略

２ 略 ２ 略

３ 旧法第171条第２項の規定による知事部局に属す ３ 法第171条第２項の規定による知事部局に属する

る部及び出納機関の分任出納員及び会計員の任免の 部及び出納機関の分任出納員及び会計員の任免の事

事務は、部にあっては旅費出納員が所属する課等の 務は、部にあっては旅費出納員が所属する課等の長、

長、出納機関にあっては当該出納機関の長に委任す 出納機関にあっては当該出納機関の長に委任する。

る。

４ 略 ４ 略

（出納長の事務の委任） （出納長の事務の委任）

第６条 知事は、旧法第171条第４項の規定に基づき、第６条 知事は、法第171条第４項の規定に基づき、

別表第１の２に定めるところにより出納長をしてそ 別表第１の２に定めるところにより出納長をしてそ

の事務の一部を出納員に委任させ、又は出納員をし の事務の一部を出納員に委任させ、又は出納員をし

てさらに当該委任を受けた事務の一部を分任出納員 てさらに当該委任を受けた事務の一部を分任出納員

に委任させるものとする。 に委任させるものとする。

（使用印鑑の保管及び押印の事務） （使用印鑑の保管及び押印の事務）

第８条 出納員及び分任出納員は、自らその印鑑を保 第８条 出納員及び分任出納員は、その印鑑の保管及

管し、及び押印しなければならない。ただし、出納 び押印はみずからしなければならない。ただし、出

機関の出納員にあっては、特別の理由があるときに 納機関の出納員にあっては、特別の理由があるとき

限り、出納機関の長と協議して当該出納員が指定す に限り、出納機関の長と協議して当該出納員が指定

る会計員に行わせることができる。 する会計員に行なわせることができる。

２ 前項の規定にかかわらず、部の出納員の印鑑の保

管は、出納局長と協議して会計管理室の出納員が指

定する会計員に行わせるものとする。

（歳入の事後調定） （歳入の事後調定）

第11条 知事又は出納機関の長は、歳入の徴収前に前 第11条 知事又は出納機関の長は、その性質上歳入の

条の規定による調査及び徴収の決定（以下「調定」 徴収前に前条の規定による調査及び徴収の決定（以

という。）をしない次に掲げるものに係る歳入金の 下「調定」という。）をしない歳入金の納入があっ
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納入があったときは、統轄店からの領収済の通知に たときは、統轄店からの領収済の通知により直ちに

より直ちに調定をしなければならない。 調定をしなければならない。

(１) 地方譲与税

(２) 滞納処分費

(３) 収入証紙及び入場券の類の発売に係る収入

(４) 生産品等の即売に係る収入

(５) 預金利子

(６) 寄附金

(７) 前各号に掲げるもののほか、その性質上歳入

の徴収前に調定ができないもの

（文書による納入の通知） （文書による納入の通知）

第14条 知事又は出納機関の長は、調定（次に掲げる 第14条 知事又は出納機関の長は、調定（別に定める

歳入の調定を除く。）をした場合には、直ちに納入 歳入の調定を除く。）をした場合には、直ちに納入

通知書（様式第１号）を作成して、納入者に送付し 通知書（様式第１号）を作成して、納入者に送付し

なければならない。ただし、納入者から第18条の２ なければならない。ただし、納入者から第18条の２

の規定による口座振替の方法又は第18条の３の規定 の規定による口座振替の方法又は第18条の３の規定

による自動振込みの方法によって歳入を納付する旨 による自動振込みの方法によって歳入を納付する旨

の届出があったときは、納入通知書又は納入通知書 の届出があったときは、納入通知書又は納入通知書

の記載事項を記録した磁気テープ等（磁気テープ、 の記載事項を記録した磁気テープ等（磁気テープ、

磁気ディスクその他これらに準ずる方法により一定 磁気ディスクその他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことができる物をい の事項を確実に記録しておくことができる物をい

う。以下同じ。）をその者が預金口座を設け、又は う。以下同じ。）をその者が預金口座を設け、又は

郵便貯金法（昭和22年法律第144号）第７条第１項 郵便貯金法（昭和22年法律第144号）第７条第１項

第１号に規定する通常郵便貯金（以下「通常郵便貯 第１号に規定する通常郵便貯金（以下「通常郵便貯

金」という。）をしている指定金融機関等に直接送 金」という。）をしている指定金融機関等に直接送

付しなければならない。 付しなければならない。

(１) 補助金、負担金及び委託金

(２) 地方交付税交付金

(３) 国から交付される交付金

(４) 地方債

(５) 第11条各号に掲げるもの

２ 略 ２ 略

３ 納入通知書又は磁気テープ等に指定する納付期限 ３ 納入通知書又は磁気テープ等に指定する納付期限

については、法令その他の定めがある場合を除くほ については、法令その他の定めがある場合を除くほ

か、調定の日の翌日から起算して20日以内において か、調定の日から20日以内において適宜の納付期限

適宜の納付期限を定めるものとする。 を定めるものとする。

（口頭、掲示その他の方法による納入の通知） （口頭その他の方法による納入の通知）

第15条 知事又は出納機関の長は、前条の規定にかか 第15条 知事又は出納機関の長は、前条の規定にかか

わらず、次に掲げる収入については口頭、掲示その わらず、次の各号に掲げる収入については口頭その

他の適宜の方法によって納入の通知をすることがで 他の適宜の方法によって納入の通知をすることがで

きる。 きる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

２及び３ 略 ２及び３ 略
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（納付の方法） （納付の方法）

第18条 納入通知書の送付を受けた納入者は、その納 第18条 納入通知書の送付を受けた納入者は、その納

入通知書に現金又は証券を添えて指定金融機関等に 入通知書に現金又は証券を添えて指定金融機関等に

納付しなければならない。ただし、納入者の便宜に 納付しなければならない。ただし、納入者の便宜に

より納入通知書の発行者に所属する出納長、出納員 より納入通知書の発行者に所属する出納長、出納員

又は分任出納員に納付することができる。 若しくは分任出納員に納付することができる。

２ 略 ２ 略

（口頭、掲示その他の方法による納入の通知に係る納 （口頭その他の方法による納入の通知に係る納付の方

付の方法） 法）

第18条の４ 口頭、掲示その他の方法による納入の通 第18条の４ 口頭その他の方法による納入の通知を受

知を受けた納入者は、現金若しくは証券を出納長、 けた納入者は、現金若しくは証券を出納長、出納員

出納員若しくは分任出納員に納付し、又は納付書に 若しくは分任出納員に納付し、又は納付書に現金若

現金若しくは証券を添えて指定金融機関に納付しな しくは証券を添えて指定金融機関に納付しなければ

ければならない。 ならない。

（出納長等の直接収納） （出納長等の直接収納）

第19条 出納長、出納員又は分任出納員は、歳入金 第19条 出納長、出納員又は分任出納員は、歳入金を

（庶務集中局長が別に定めるものを除く。）を直接 直接収納したときは、別に定めるものを除くほか、

収納したときは、現金（証券）領収証書（様式第４ 現金（証券）領収証書（様式第４号）を納入者に交

号）を納入者に交付しなければならない。ただし、 付しなければならない。

当該様式により難いときは、庶務集中局長の承認を

受けて別の様式とすることができる。

２ 略 ２ 略

（収納金の払込み） （収納金の払込み）

第22条 出納長又は出納員（部等の出納員を除く。） 第22条 出納長又は出納員（部等の出納員を除く。）

は、収納した歳入金を払込書により収納の日又はそ は、収納した歳入金を払込書により収納の日又はそ

の翌日に指定金融機関に払い込まなければならな の翌日に指定金融機関に払い込まなければならな

い。ただし、庶務集中局長の承認を受けたときはこ い。ただし、知事の承認を受けたときはこの限りで

の限りでない。 ない。

２ 第21条第１項ただし書、同条第３項、前条第３項 ２ 第21条第１項ただし書、同条第３項、前条第３項

又は前項の規定にかかわらず、指定金融機関の存す 又は前項の規定にかかわらず、指定金融機関の所在

る市区町村以外の市区町村の区域に在勤する出納員 地外に在勤する出納員又は分任出納員は、現金に限

又は分任出納員は、現金に限り収納した日から15日 り収納した日から15日までの分を取りまとめ、その

までの分を取りまとめ、その日から３日以内に払い 日から３日以内に払い込むことができる。ただし、

込むことができる。ただし、収納した金額が３万円 収納した金額が３万円に達したときの払込みについ

に達したときの払込みについては、その日から３日 ては、その日から３日以内とする。

以内とする。

３ 出納長、出納員又は分任出納員は、前２項の規定 ３ 出納長、出納員又は分任出納員は、前２項の規定

により収納した歳入金を指定金融機関に払い込んだ により収納した歳入金を指定金融機関に払い込んだ

ときは、その旨を知事又は出納機関の長に通知しな ときは、その旨を知事又は出納機関の長に通知しな

ければならない。この場合において、遠隔地の出納 ければならない。この場合において、隔地の出納員

員又は分任出納員にあっては、前条第４項の規定に 又は分任出納員にあっては、前条第４項の規定によ
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よる領収済報告書により通知しなければならない。 る領収済報告書により通知しなければならない。

（徴収又は収納の委託） （徴収又は収納の委託）

第26条 知事又は出納機関の長は、令第158条第１項 第26条 知事又は出納機関の長は、令第158条第１項

又は第158条の２第１項の規定により歳入の徴収又 又は第158条の２第１項の規定により歳入の徴収又

は収納の事務を委託しようとするときは、次に掲げ は収納の事務を委託しようとするときは、委託の目

る事項を記載した契約書を作成しなければならな 的、徴収の時期及び期限、領収の方法、記録管理の

い。ただし、出納機関の長が委託しようとするとき 方法、払込みの時期、契約違反があったときの措置、

は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 危険負担、報告の義務その他必要な事項を記載した

契約書を作成しなければならない。ただし、出納機

関の長が委託しようとするときは、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

(１) 委託の目的

(２) 徴収の時期及び期限

(３) 領収の方法

(４) 記録管理の方法

(５) 払込みの時期

(６) 契約違反があったときの措置

(７) 危険負担

(８) 報告の義務

(９) 前各号に掲げるもののほか、委託に関し必要

な事項

２ 略 ２ 略

３ 前項の規定により払込みをしたときは、その都度 ３ 前項の規定により払込みをしたときは、そのつ度

知事又は出納機関の長及び出納長又は出納員に受託 知事又は出納機関の長及び出納長又は出納員に受託

歳入金払込計算書（様式第９号）により報告しなけ 歳入金払込計算書（様式第９号）により報告しなけ

ればならない。ただし、当該様式により難いときは、 ればならない。

庶務集中局長の承認を受けて別の様式とすることが

できる。

４ 第１項の規定により委託を受けた者が収納した歳 ４ 第１項の規定により委託を受けた者が収納した歳

入金（県税に限る。）は、知事が指定する指定金融 入金（県税に限る。）は、別に定めるところにより、

機関の普通預金口座に払い込まなければならない。 指定金融機関に払い込まなければならない。

（徴収又は収納の委託の検査） （徴収又は収納の委託の検査）

第26条の２ 略 第26条の２ 略

２ 出納長は、令第158条の２第３項に規定する検査 ２ 出納長は、令第158条の２第３項に規定する検査

を行うときは、出納局、総務部税務課又は総合事務 を行うときは、出納局、総務部税務課又は県税事務

所（鳥取県総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条 所の職員のうちから検査員を命ずる。

例第40号）第１条の規定により設置された総合事務

所をいう。）の県税局の職員のうちから検査員を命

ずる。

３～５ 略 ３～５ 略

（収入の更正） （収入の更正）

第33条 略 第33条 略
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２ 略 ２ 略

３ 出納長は、所属年度、会計区分又は課所の誤りに ３ 出納長は、所属年度、会計区分又は課所の誤り（部

係る更正があったときは、更正通知書 (様式第13号） 内部の課所に係るものを除く。）に係る更正があっ

により統轄店に通知しなければならない。 たときは、更正通知書（様式第13号）により統轄店

に通知しなければならない。

（領収証書の亡失又は損傷） （領収証書の亡失又は損傷）

第38条 統轄店、出納長、出納員又は分任出納員は、 第38条 統轄店、出納長、出納員又は分任出納員は、

領収証書を亡失し、又は損傷した納入者からその領 領収証書を亡失し、又は損傷した納入者からその領

収済の旨の証明書の交付の請求を受けたときは、前 収済の旨の証明書の交付の請求を受けたときは、前

条第３項の手続に準じて証明書を交付しなければな 条第２項の手続に準じて証明書を交付しなければな

らない。 らない。

第38条の２ 略 第38条の２ 略

２ 略 ２ 略

３ 第１項の規定にかかわらず、諸給与、旅費（旅行 ３ 第１項の規定にかかわらず、諸給与、旅費（旅行

命令簿によるものに限る。）、恩給その他知事が別 命令簿によるものに限る。）、恩給その他知事が別

に定めるものについては、支出負担行為兼支出仕訳 に定めるものについては、支出負担行為兼支出仕訳

書その他の方法により支出負担行為を行うことがで 書その他の書類により支出負担行為を行うことがで

きる。 きる。

４～７ 略 ４～７ 略

（公金振替） （公金振替）

第54条の３ 略 第54条の３ 略

２ 前項の場合においては、出納長は、地方自治法（以 ２ 前項の場合においては、出納長は、法第232条の

下「法」という。）第232条の６第１項本文の規定 ６第１項本文の規定による公金振替書の交付として

による公金振替書の交付として支払命令書の送付を 支払命令書の送付をするものとする。

するものとする。

（歳出金支払通知書の再発行） （歳出金支払通知書の再発行）

第59条 債権者は、歳出金支払通知書を亡失し、又は 第59条 債権者は、歳出金支払通知書が亡失し、又は

損傷したときは、歳出金支払通知書を送付した指定 損傷したときは、歳出金支払通知書を送付した指定

出納取扱店の現金支払未済の証明のある歳出金支払 出納取扱店の現金支払未済の証明のある歳出金支払

通知書再発行請求書（様式第21号）により、出納長 通知書再発行請求書（様式第21号）により、出納長

に再発行の請求をしなければならない。 に再発行の請求をしなければならない。

２及び３ 略 ２及び３ 略

（資金前渡による支払） （資金前渡による支払）

第72条 資金の前渡を受けた職員は、債権者から支払 第72条 資金の前渡を受けた職員は、債権者から支払

の請求を受けたときは、次に掲げる事項を調査の上、 の請求を受けたときは、次の事項を調査のうえ、支

支払をしなければならない。 払をしなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 法令又は契約に違反していないこと。 (２) 第40条第２項第４号から第９号までに規定す

る事項

(３) 債務が確定し支払時期が到来したものである
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こと。

(４) 時効が完成したものでないこと。

(５) 支出する金額に誤りがないこと。

(６) 正当な債権者であること。

(７) 前各号に掲げるもののほか、当該資金の前渡 (３) その他必要と認めた事項

を受けた職員が必要と認めた事項

２及び３ 略 ２及び３ 略

（概算払の精算） （概算払の精算）

第76条 概算払を受けた者は、概算払に係る経費の金 第76条 知事が別に定める場合を除くほか、概算払を

額が確定した後10日（県の休日の日数は、算入しな 受けた者は、概算払に係る経費の金額が確定した後

い。）以内に資金前渡（概算払）精算書によりその 10日（県の休日の日数は、算入しない。）以内に資

精算をしなければならない。ただし、旅費の概算払 金前渡（概算払）精算書によりその精算をしなけれ

の精算については、職員の旅費等に関する条例施行 ばならない。

規則（昭和45年鳥取県人事委員会規則第25号）の定

めるところによる。

２ 前項の精算が完了した後でなければ、その次の概 ２ 前項の精算が完了した後でなければ、次の概算払

算払を受けることができない。ただし、次に掲げる を受けることができない。ただし、知事が特に必要

場合にあっては、この限りでない。 と認める場合にあっては、この限りでない。

(１) 概算払の精算期限が到来するまでにその次の

概算払をしなければ事務に支障が生じる場合

(２) 災害等の場合であって、緊急にその次の概算

払をしなければ事務に支障が生じるとき。

（前金払のできる経費及び限度額） （前金払のできる経費及び限度額）

第77条 略 第77条 略

２ 令第163条第３号に規定する前金で支払をしなけ ２ 令第163条第３号に規定する前金で支払をしなけ

れば契約しがたい請負、買入れ又は借入れに要する れば契約しがたい請負、買入れ又は借入れに要する

経費の前金払の限度額は、次に掲げるものを除くほ 経費の前金払の限度額は、知事が別に定めるものを

か、契約金額の３割以内とする。ただし、特別の理 除くほか、契約金額の３割以内とする。ただし、特

由により知事の承認を受けたものは、この限りでな 別の理由により知事の承認を受けたものは、この限

い。 りでない。

(１) 土地、家屋又は広告の用に供する場所の借入

れをする場合の前金払

(２) 複写機、コンピュータその他の事務用機器を

再リース（リース契約に基づく賃借期間の満了後

に引き続きリース契約により当該事務用機器を賃

借することをいう。）をする場合の前金払

第79条 知事又は出納機関の長は、令第165条の３の 第79条 知事又は出納機関の長は、令第165条の３の

規定により支出の事務を委託しようとするときは、 規定により支出の事務を委託しようとするときは、

次に掲げる事項を記載した契約書を作成しなければ 委託の目的、支払の時期又は期間、記録管理の方法、

ならない。ただし、出納機関の長が委託しようとす 契約違反があったときの措置、危険負担、報告の義

るときは、あらかじめ知事の承認を受けなければな 務その他必要な事項を記載した契約書を作成しなけ

らない。 ればならない。ただし、出納機関の長が委託しよう
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とするときは、あらかじめ知事の承認を受けなけれ

ばならない。

(１) 委託の目的

(２) 支払の時期又は期間

(３) 記録管理の方法

(４) 契約違反があったときの措置

(５) 危険負担

(６) 報告の義務

(７) 前各号に掲げるもののほか、委託に関し必要

な事項

２ 前項の規定により委託を受けた者は、契約に定め ２ 前項の規定により委託を受けた者は、契約に定め

る事項を完了したときは、直ちに受託歳出金精算報 る事項を完了したときは、直ちに受託歳出金精算報

告書（様式第27号）により出納長又は出納員に報告 告書（様式第27号）により出納長又は出納員に報告

しなければならない。ただし、当該様式により難い しなければならない。

ときは、庶務集中局長の承認を受けて別の様式とす

ることができる。

（支出の更正） （支出の更正）

第81条 知事又は出納機関の長は、債権者への支払が 第81条 知事又は出納機関の長は、債権者への支払が

終わった支出の所属年度、予算主務課（当該支出に 終わったものでその所属年度、会計区分又は科目に

係る予算を所管する課をいう。第３項において同 誤りがあることを発見したときは、支出更正仕訳書

じ。） 、会計区分又は科目に誤りがあることを発 により出納長又は出納員に通知しなければならな

見したときは、支出更正仕訳書により出納長又は出 い。

納員に通知しなければならない。

２ 出納長又は出納員は、前項の通知を受けたとき ２ 第33条第２項及び第３項の規定は、前項の支出の

は、直ちに更正の手続をしなければならない。 更正の場合に準用する。

３ 出納長は、所属年度、予算主務課又は会計区分の

誤りに係る更正があったときは、更正通知書により

統轄店に通知しなければならない。

（返納金の戻入） （返納金の戻入）

第89条 知事又は出納機関の長は、返納金を戻入させ 第89条 知事又は出納機関の長は、返納金を経費に戻

ようとするときは、戻入仕訳書又は資金前渡（概算 入させようとするときは、戻入仕訳書又は資金前渡

払）精算書により第10条の規定に準じて戻入の決定 （概算払）精算書により第10条の規定に準じて戻入

をしなければならない。 の決定をしなければならない。

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 返納通知書に指定する納付期限については、第１ ４ 返納通知書に指定する納期については、第１項の

項の決定の日の翌日から起算して10日以内において 決定の日から20日以内において適宜の納期を定める

適宜の納付期限を定めるものとする。 ものとする。

５ 略 ５ 略

（歳入歳出外現金の納付） （歳入歳出外現金の納付）

第93条 県に歳入歳出外現金を納付しようとする者 第93条 県に歳入歳出外現金を納付しようとする者

は、歳入歳出外現金納付書（保管証書）（様式第32 は、歳入歳出外現金納付書（保管証書）（様式第32

号）又は有価証券納付書（保管証書）（様式第33号） 号）又は有価証券納付書（保管証書）（様式第33号）
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に、現金又は有価証券を添えて、出納長又は出納員 に、現金又は有価証券を添えて、出納長又は出納員

に納付しなければならない。ただし、次に掲げる歳 に納付しなければならない。ただし、知事が定める

入歳出外現金については、納付書により指定金融機 歳入歳出外現金については、納付書により指定金融

関等に納付することができる。 機関等に納付することができる。

(１) 地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の

４第１項の規定により他の地方団体から嘱託を受

けて徴収する徴収金

(２) 入札保証金

(３) 契約保証金

(４) 道路交通法（昭和35年法律第105号）第51条

の４第９項の規定により仮納付される放置違反金

(５) 県営住宅の敷金

２ 略 ２ 略

（歳入歳出外現金の更正） （歳入歳出外現金の更正）

第97条の２ 略 第97条の２ 略

２ 出納長又は出納員は、前項の通知を受けたとき ２ 第33条第２項及び第３項（第81条第２項において

は 、直ちに更正の手続をしなければならない。 準用する場合を含む。）の規定は、前項の歳入歳出

外現金の更正の場合に準用する。

３ 出納長は、所属年度、会計区分又は課所の誤りに

係る更正があったときは、更正通知書により統轄店

に通知しなければならない。

（歳計剰余金の繰越報告書の提出） （歳計剰余金の繰越報告書の提出）

第105条 統轄店は、毎年度における歳計剰余金を直 第105条 統轄店は、毎年度における歳計剰余金を直

ちに翌年度に繰り越し、歳計剰余金繰越報告書（様 ちに翌年度に繰り越し、歳計剰余金繰越報告書（様

式第38号）を出納長に提出しなければならない。 式第38号）を知事に提出しなければならない。

（契約書の作成） （契約書の作成）

第110条 知事、出納機関の長又は資金の前渡を受け 第110条 知事、出納機関の長又は資金の前渡を受け

た職員（以下「契約権者」という。）は、競争によ た職員（以下「契約担当職員」という。）は、競争

り落札者を決定したとき、又は随意契約の相手方を により落札者を決定したとき、又は随意契約の相手

決定したときは、次に掲げる事項を記載した契約書 方を決定したときは、契約の目的、契約金額、履行

を作成しなければならない。ただし、契約の性質又 期限及び契約保証金に関する事項のほか、次の各号

は目的により該当のない事項については、記載を要 に掲げる事項を記載した契約書を作成しなければな

しない。 らない。ただし、契約の性質又は目的により該当の

ない事項については、記載を要しない。

(１) 契約の目的

(２) 契約金額

(３) 履行期限

(４) 契約保証金に関する事項

(５) 略 (１) 略

(６) 略 (２) 略

(７) 略 (３) 略

(８) 略 (４) 略
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(９) 略 (５) 略

(10) 略 (６) 略

(11) 略 (７) 略

(12) 略 (８) 略

(13) 前各号に掲げるもののほか、当該契約に関し (９) その他必要な事項

必要な事項

（契約書の作成を省略できる場合） （契約書の作成を省略できる場合）

第111条 契約権者は、前条の規定にかかわらず、次 第111条 契約担当職員は、前条の規定にかかわらず、

の各号のいずれかに該当する場合においては契約書 次の各号に該当する場合においては契約書の作成を

の作成を省略することができる。 省略することができる。

(１) 一件100万円未満の契約をするとき。 (１) 一件100万円未満の指名競争契約又は随意契

約をするとき。

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略

２ 契約権者は、前項の規定により契約書の作成を省 ２ 契約担当職員は、前項の規定により契約書の作成

略する場合においても、特に軽微な契約を除き、契 を省略する場合においても、特に軽微な契約を除き、

約の適正な履行を確保するため、請書その他これに 契約の適正な履行を確保するため、請書その他これ

準ずる書面を微しなければならない。 に準ずる書面を微しなければならない。

（契約保証金） （契約保証金）

第112条 略 第112条 略

２ 契約権者は、次の各号のいずれかに該当する場合 ２ 契約担当職員は、次の各号のいずれかに該当する

においては、契約保証金の全部又は一部を納めさせ 場合においては、契約保証金の全部又は一部を納め

ないことができる。 させないことができる。

(１) 略 (１) 略

(２) 契約権者が契約の相手方から委託を受けた保 (２) 契約担当職員が契約の相手方から委託を受け

険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び た保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算

会計令（昭和22年勅令第165号）第100条の３第２ 及び会計令（昭和22年勅令第165号）第100条の３

号の規定により財務大臣が指定する金融機関との 第２号の規定により財務大臣が指定する金融機関

間で工事履行保証契約を締結したとき。 との間で工事履行保証契約を締結したとき。

(３)～(８) 略 (３)～(８) 略

（契約の履行の委託） （契約の履行の委託）

第114条 契約の相手方は、契約権者の承認を受けな 第114条 契約者は、契約担当職員の承認を受けなけ

ければ契約の履行を第三者に委託してはならない。 れば契約の履行を第三者に委託してはならない。

（権利義務の譲渡等） （権利義務の譲渡等）

第115条 契約の相手方は、契約によって生ずる権利 第115条 契約者は、契約によって生ずる権利又は義

又は義務は、あらかじめ契約権者の承認を受けた場 務は、あらかじめ契約担当職員の承認を受けた場合

合のほか、これを第三者に譲渡し、又は承継させて のほか、これを第三者に譲渡し、又は承継させては

はならない。 ならない。

（監督） （監督）

第116条 契約の相手方は、契約の履行につき、契約 第116条 契約者は、契約の履行につき、契約担当職

権者又は契約権者から監督を命ぜられた職員の監督 員又は契約担当職員から監督を命ぜられた職員の監
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に従わなければならない。 督に従わなければならない。

（検査及び検査調書の作成） （検査及び検査調書の作成）

第117条 契約権者は、工事若しくは製造その他につ 第117条 契約担当職員は、工事若しくは製造その他

いての請負契約若しくは物件の買入れその他の契約 についての請負契約若しくは物件の買入れその他の

が履行されたとき、又はこれらの契約の既済部分若 契約が履行されたとき、又はこれらの契約の既済部

しくは既納部分に対し完済前若しくは完納前に代金 分若しくは既納部分に対し完済前若しくは完納前に

の一部を支払う必要があるときは、自ら又はその職 代金の一部を支払う必要があるときは、自ら又はそ

員に命じて必要な検査をしなければならない。 の職員に命じて必要な検査をしなければならない。

２ 前項の規定により検査をした職員は、その検査結 ２ 前項の規定により検査をした職員は、その検査結

果に基づき検査調書を作成しなければならない。こ 果に基づき検査調書を作成しなければならない。こ

の場合において、知事が別に定める契約については、 の場合において、知事が別に定める契約については、

契約の相手方が提出した完了届書、納品書又は請求 契約者が提出した完了届書、納品書又は請求書に当

書に当該検査をした職員が検査結果を証明すること 該検査をした職員が検査結果を証明することにより

により検査調書に代えることができる。 検査調書に代えることができる。

（監督又は検査を委託した場合） （監督又は検査を委託した場合）

第118条 令第167条の15第４項の規定により、県の職 第118条 令第167条の15第４項の規定により、県の職

員以外の者が委託を受けて監督又は検査を行なった 員以外の者が委託を受けて監督又は検査を行なった

ときは、その結果を記載した書面を契約権者に提出 ときは、その結果を記載した書面を契約担当職員に

しなければならない。 提出しなければならない。

（契約の解除条件） （契約の解除条件）

第119条 契約権者は、契約の相手方が次の各号のい 第119条 契約担当職員は、契約者が次の各号の一に

ずれかに該当する場合においては、契約を解除する 該当する場合においては、契約を解除することがで

ことができる。 きる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 前３号に掲げるもののほか、契約条項に違反 (４) その他契約条項に違反したとき。

したとき。

２ 契約権者は、前項の規定により契約を解除しよう ２ 契約担当職員は、前項の規定により契約を解除し

とするときは、書面をもって通知しなければならな ようとするときは、書面をもって通知しなければな

い。 らない。

（遅延利息等） （遅延利息等）

第120条 契約権者は、契約の相手方が期限内に契約 第120条 契約担当職員は、契約者が期限内に契約の

の履行を完了しないときは、遅延日数に応じ契約金 履行を終らないときは、遅延日数に応じ契約金額か

額から既済部分又は既納部分に対する相当額を控除 ら既済部分又は既納部分に対する相当額を控除した

した額につき年3.4パーセントの割合で計算した遅 額につき年3.4パーセントの割合で計算した遅延利

延利息又は違約金を徴収しなければならない。 息又は違約金を徴収しなければならない。

（部分払） （部分払）

第121条 契約権者は、工事、製造その他の請負契約 第121条 契約担当職員は、工事、製造その他の請負

又は物件の買入れ契約で契約金額が100万円以上の 契約又は物件の買入れ契約で契約金額が100万円以

もののうち、その既済部分又は既納部分が10分の３ 上のもののうち、その既済部分又は既納部分が10分

以上であるものに係る既済部分又は既納部分に対 の３以上であるものに係る既済部分又は既納部分に
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し、完済前又は完納前にその代金の一部を支払うこ 対し、完済前又は完納前にその代金の一部を支払う

とができる。 ことができる。

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 第１項の規定による部分払は、次の表の左欄に掲 ４ 第１項の規定による部分払は、次の各号に定める

げる契約金額の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に 区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる回数（前金

定める回数（前金払をしたものについては、当該回 払をしたものについては、当該回数から１回を減じ

数から１回を減じた回数）の範囲内においてしなけ た回数）の範囲内においてしなければならない。た

ればならない。ただし、特別の理由がある場合にお だし、特別の理由がある場合において知事の承認を

いて知事の承認を受けたときは、この限りでない。 受けたときは、この限りでない。

(１) 契約金額が100万円以上500万円未満の契約

１回

(２) 契約金額が500万円以上1,000万円未満の契約

２回

(３) 契約金額が1,000万円以上2,000万円未満の契

約 ３回

(４) 契約金額が2,000万円以上3,000万円未満の契

約 ４回

(５) 契約金額が3,000万円以上の契約 ５回

100万円以上500万円未満の契約 １回

500万円以上1,000万円未満の契約 ２回

1,000万円以上2,000万円未満の契 ３回

約

2,000万円以上3,000万円未満の契 ４回

約

3,000万円以上の契約 ５回

（一般競争入札の公告） （一般競争入札の公告）

第122条 契約権者は、入札の方法により一般競争に 第122条 契約担当職員は、入札の方法により一般競

付そうとするときは、その入札期日の前日から起算 争に付そうとするときは、その入札期日の前日から

して少なくとも５日前に新聞、掲示その他の方法に 起算して少なくとも５日前に新聞、掲示その他の方

より公告しなければならない。 法により公告しなければならない。

２ 令第167条の６の規定によるその他入札の公告に ２ 令第167条の６の規定によるその他入札の公告に

ついて必要な事項は、次に掲げるものとする。 ついて必要な事項は、次に掲げるものとする。

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略

(９) 前各号に掲げるもののほか、契約権者が特に (９) その他特に必要と認める事項

必要と認める事項

（一般競争入札の入札保証金） （一般競争入札の入札保証金）

第123条 略 第123条 略
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２ 契約権者は、一般競争入札に参加しようとする者 ２ 契約担当職員は、一般競争入札に参加しようとす

が次の各号のいずれかに該当する場合においては、 る者が次の各号のいずれかに該当する場合において

入札保証金の全部又は一部を納めさせないことがで は、入札保証金の全部又は一部を納めさせないこと

きる。 ができる。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

（予定価格の作成） （予定価格の作成）

第127条 契約権者は、その競争入札に付する事項の 第127条 契約担当職員は、その競争入札に付する事

価格を当該事項に関する仕様書、設計書等によって 項の価格を当該事項に関する仕様書、設計書等によ

予定し、その予定価格を記載した書面を封書にし、 って予定し、その予定価格を記載した書面を封書に

開札の際これを開札の場所に置かなければならな し、開札の際これを開札の場所に置かなければなら

い。ただし、電子入札の場合にあっては、書面によ ない。ただし、電子入札の場合にあっては、書面に

る作成に代えて、予定価格を記録した電磁的記録を よる作成に代えて、予定価格を記録した電磁的記録

電子入札ファイルに記録するものとする。 を電子入札ファイルに記録するものとする。

（予定価格の入札執行前の公表）

第127条の２ 契約権者は、当分の間、県が行う建設

業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定

する建設工事に係る測量、建設コンサルタント、地

質調査及び補償コンサルタントの業務（以下この条

及び第130条の２において「測量等業務」という。）

に係る一般競争入札又は指名競争入札（以下この条

において「入札」という。）を適正に執行するため

特に必要があると認めるときは、当該測量等業務の

予定価格を当該入札の執行前に公表することができ

る。この場合において、前条（第135条において準

用する場合を含む。）の規定にかかわらず、予定価

格を記載した書面は、封書にすることを要しない。

２ 契約権者は、当分の間、県有財産（不動産に限る。

以下同じ。）の売払いに係る入札に際し、県の業務

の用に供されていない県有財産の売却を促進するた

め特に必要があると認めるときは、当該県有財産の

予定価格を当該入札の執行前に公表することができ

る。この場合において、前条（第135条において準

用する場合を含む。）の規定にかかわらず、予定価

格を記載した書面は、封書にすることを要しない。

（予定価格の制限価格） （予定価格の制限価格）

第129条 令第167条の10第２項の規定による最低制限 第129条 令第167条の10第２項の規定による最低制限

価格は、その予定価格の10分の８から３分の２の範 価格は、その予定価格の10分の８から３分の２の範

囲において、その都度契約権者が定めるものとする。 囲において、そのつ度契約担当職員が定めるものと

する。

（入札場所の立入制限） （入札場所の立入制限）

第130条 略 第130条 略
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（入札執行の傍聴）

第130条の２ 契約権者は、当分の間、測量等業務に

係る入札を適正に執行するため特に必要があると認

めるときは、前条（第135条において準用する場合

を含む。）の規定にかかわらず、別に定めるところ

により、入札に関係のない者に当該入札の執行を傍

聴させることができる。

（再度公告入札の公告期間） （再度公告入札の公告期間）

第131条 契約権者は、入札者若しくは落札者がない 第131条 契約担当職員は、入札者若しくは落札者が

場合又は落札者が契約を結ばない場合において、さ ない場合又は落札者が契約を結ばない場合におい

らに入札に付そうとするときは、第122条の公告の て、さらに入札に付そうとするときは、第122条の

期間を３日までに短縮することができる。 公告の期間を３日までに短縮することができる。

（落札の通知等） （落札の通知等）

第132条 略 第132条 略

２ 落札者は、前項の通知を受けた日の翌日から起算 ２ 落札者は、前項の通知を受けた日から７日（県の

して７日以内に契約を締結しなければならない。こ 休日の日数は、算入しない。）以内に契約を締結し

の場合において、県の休日の日数は、当該日数に算 なければならない。

入しないものとする。

（入札者の指名） （入札者の指名）

第134条 契約権者は、指名競争に付そうとするとき 第134条 契約担当職員は、指名競争に付そうとする

は、指名競争に参加する者をなるべく５人以上指名 ときは、指名競争に参加する者をなるべく５人以上

しなければならない。 指名しなければならない。

２ 前項の規定により指名した入札者に対しては、次 ２ 前項の規定により指名した入札者に対しては、入

に掲げる事項を通知しなければならない。 札の場所及び日時並びに第122条第２項各号に掲げ

る事項を通知しなければならない。

(１) 入札の場所及び日時

(２) 競争入札に付する事項

(３) 契約条項を示す場所

(４) 入札保証金に関する事項

(５) 郵便等による入札の可否

(６) 電子入札による場合にあっては、その旨

(７) 開札の場所及び日時

(８) 入札の目的物の下見場所及びその日時

(９) 前各号に掲げるもののほか、契約権者が特に

必要と認める事項

（随意契約によることができる場合の契約金額） （随意契約によることができる場合の契約金額）

第135条の２ 令第167条の２第１項第１号に規定する 第135条の２ 令第167条の２第１項第１号に規定する

規則で定める額は、次の表の左欄に掲げる契約の種 規則で定める額は、別表第４の左欄に掲げる契約の

類に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額とする。 種類に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額とする。
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(１) 工事又は製造の請負 250万円

(２) 財産の買入れ 160万円

(３) 物件の借入れ 80万円

(４) 財産の売払い 50万円

(５) 物件の貸付け 30万円

(６) (１)から(５)までに掲 100万円

げるもの以外のもの

（見積書の徴取） （見積書の徴取）

第136条 契約権者は、随意契約によろうとするとき 第136条 契約担当職員は、随意契約によろうとする

は、知事が別に定める場合を除き、３人以上の者か ときは、知事が別に定める場合を除き、３人以上の

ら見積書を徴さなければならない。 者から見積書を徴さなければならない。

２ 略 ２ 略

（一般競争入札に関する規定の準用）

第137条 第127条及び第128条の規定は、随意契約に

ついてこれを準用する。

（随意契約の相手方の決定の通知等）

第137条 随意契約の相手方が決定したときは、その

旨を本人に通知しなければならない。

２ 随意契約の相手方は、前項の通知を受けた日の翌

日から起算して７日以内に契約を締結しなければな

らない。この場合において、県の休日の日数は、当

該日数に算入しないものとする。

（予定価格の作成）

第137条の２ 契約権者は、随意契約により契約しよ

うとする事項の価格を当該事項に関する仕様書、設

計書等によって予定し、その予定価格を記載した書

面を封書にし、見積書と比較する際これを同じ場所

に置かなければならない。ただし、電子見積（電子

入札に準ずる方法により随意契約の相手方を決定す

る方法をいう。）の場合にあっては、書面による作

成に代えて、予定価格を記録した電磁的記録を知事

又はその委任を受けた者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに記録するものとする。

（予定価格の決定方法）
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第137条の３ 予定価格は、随意契約により契約しよ

うとする事項の価格の総額について定めなければな

らない。ただし、一定期間継続してする製造、修理、

加工、売買、供給、使用等の契約の場合においては、

単価についてその予定価格を定めることができる。

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務につ

いて、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、

数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定

めなければならない。

第７章 決算 第７章 決算

第138条 出納機関の出納員は、毎年度その所管に属 第138条 出納機関の出納員は、毎年度その所管に属

する歳入計算書及び歳出計算書を出納機関の長を経 する歳入計算書及び歳出計算書を出納機関の長を経

て翌年度の６月30日を過ぎない範囲で出納長が指定 て翌年度の６月15日までに出納長に提出しなければ

する日までに出納長に提出しなければならない。 ならない。

２ 部の長は、毎年度その所管に属する歳入計算書及 ２ 部の長は、毎年度その所管に属する歳入計算書及

び歳出計算書を翌年度の６月30日を過ぎない範囲で び歳出計算書を翌年度の６月15日までに出納長に提

出納長が指定する日までに出納長に提出しなければ 出しなければならない。

ならない。

３ 略 ３ 略

（支出の証拠書類） （支出の証拠書類）

第140条 略 第140条 略

２ 略 ２ 略

３ 支出仕訳書又は支出負担行為兼支出仕訳書には、 ３ 支出仕訳書又は支出負担行為兼支出仕訳書には、

次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、 次の各号に掲げる書類を添附しなければならない。

知事が別に定める場合は、この限りでない。 ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 法人の代表者に係るものは、その者が法人を

代表するものであることを証する書類

(５) 前各号に掲げるもののほか、必要な書類 (６) その他必要な書類

（帳簿の備付け等） （帳簿の備付け等）

第160条 略 第160条 略

２ 次の各号に掲げる者は、それぞれ当該各号に定め ２ 次の各号に掲げる者は、それぞれ当該各号に定め

る帳票を保管しなければならない。 る帳票を保管しなければならない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 所属の長 科目別収入整理表及び科目別支出 (３) 部の長 科目別収入整理表及び科目別支出整

整理表 理表

(４)～(７) 略 (４)～(７) 略

（賠償責任を有する職員の指定） （賠償責任を有する職員の指定）

第176条 法第243条の２第１項後段の規定により指定 第176条 法第243条の２第１項後段の規定により指定

する職員は、次に掲げる職員とする。 する職員は、次に掲げる職員とする。
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(１) 支出負担行為又は支出命令の事務に直接関与 (１) 支出負担行為又は支出命令の事務に直接関与

した係長（係長に相当する職を含む。）以上の職 した課長、課長補佐、係長及びこれらの職員の職

にある職員 と同等の職にある職員

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略

（事故報告） （事故報告）

第177条 出納長、出納員、分任出納員及び資金の前 第177条 出納長、出納員、分任出納員及び資金の前

渡を受けた職員は、その保管に係る現金又は有価証 渡を受けた職員は、その保管に係る現金又は有価証

券を亡失し、又は損傷したときは、庶務集中局長が 券を亡失し、又は損傷したときは、知事が別に定め

別に定めるところにより、直ちに庶務集中局長に報 るところにより、直ちに知事に報告しなければなら

告しなければならない。 ない。

２ 所属の長は、法令の規定に違反して次に掲げる行

為を行い、又は怠ったことにより県に損害が生じる

おそれがあると認めたときは、庶務集中局長が別に

定めるところにより、直ちに庶務集中局長に報告し

なければならない。

(１) 支出負担行為

(２) 法第232条の４第１項の命令又は同条第２項

の確認

(３) 支出又は支払

(４) 法第234条の２第１項の監督又は検査

附 則 附 則

１～４ 略 １～４ 略

５ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、鳥取県事務処理権限規則別表第２産業技

術センターの項に定める補助金及び会計に関する事

務に関し、商工労働部産業技術センターを出納機関

とみなし、この規則の規定を適用する。この場合に

おいて、第５条第２項の規定による出納員には、商

工労働部産業技術センターの総務課長の職にある者

をもって充て、商工労働部産業技術センターの分任

出納員の任免の事務は、商工労働部産業技術センタ

ー長に委任し、第６条の規定により、知事は、出納

長をしてその事務の一部を出納員に委任させ、又は

出納員をしてさらに機械素材研究所及び食品開発研

究所に係る歳入金の収納並びに生産した物品の出納

及び保管に関する事務を分任出納員に委任させるも

のとする。

５ 略 ６ 略

６ 略 ７ 略

７ 略 ８ 略

８ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか ９ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、鳥取県西部総合事務所福祉保健局を出納 かわらず、鳥取県西部総合事務所福祉保健局を出納

機関とみなし、この規則の規定を適用する。この場 機関とみなし、この規則の規定を適用する。この場
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合において、第５条第２項の規定による出納員には、 合において、第５条第２項の規定による出納員には、

福祉企画課長の職にある者をもって充て、鳥取県西 福祉企画課長の職にある者をもって充て、鳥取県西

部総合事務所福祉保健局の分任出納員の任免の事務 部総合事務所福祉保健局の分任出納員の任免の事務

は、鳥取県西部総合事務所福祉保健局長に委任し、 は、鳥取県西部総合事務所福祉保健局長に委任し、

第６条の規定により、知事は、出納長をしてその事 第６条の規定により、知事は、出納長をしてその事

務の一部を出納員に委任させ、又は出納員をしてさ 務の一部を出納員に委任させ、又は出納員をしてさ

らに生活保護費の返還金及び徴収金、母子福祉資金 らに生活保護費の返還金及び徴収金、母子福祉資金

及び寡婦福祉資金の償還金並びに児童措置費（児童 及び寡婦福祉資金の償還金並びに児童措置費（児童

相談所長の措置に係るものを除く。）及び養育医療 相談所長の措置に係るものを除く。）、知的障害者

費の負担金の一部の収納に関する事務を分任出納員 措置費及び養育医療費の負担金の一部の収納に関す

に委任させるものとする。鳥取県予算規則の規定の る事務を分任出納員に委任させるものとする。鳥取

適用についても、また同様とする。 県予算規則の規定の適用についても、また同様とす

る。

９ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、知事が別に定める出納機関の事務に関し

、鳥取県教育センターを出納機関とみなし、この

規則の規定を適用する。この場合において、第５条

第２項の規定による出納員には、鳥取県教育センタ

ーの総務課長の職にある者をもって充てる。

10 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか 10 契約担当職員は、当分の間、県が行う建設業法（昭

かわらず、知事が別に定める出納機関の事務に関し 和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設

、鳥取県立図書館を出納機関とみなし、この規則 工事に係る測量、建設コンサルタント、地質調査及

の規定を適用する。この場合において、第５条第２ び補償コンサルタントの業務（以下「測量等業務」

項の規定による出納員には、鳥取県立図書館の総務 という。）に係る一般競争入札又は指名競争入札（以

課長の職にある者をもって充てる。 下「入札」という。）を適正に執行するため特に必

要があると認めるときは、当該測量等業務の予定価

格を当該入札の執行前に公表することができる。こ

の場合において、第127条（第135条において準用す

る場合を含む。）の規定にかかわらず、予定価格を

記載した書面は、封書にすることを要しない。

11 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか 11 契約担当職員は、当分の間、県有財産（不動産に

かわらず、知事が別に定める出納機関の事務に関し 限る。以下同じ。）の売払いに係る入札に際し、県

、鳥取県立博物館を出納機関とみなし、この規則 の業務の用に供されていない県有財産の売却を促進

の規定を適用する。この場合において、第５条第２ するため特に必要があると認めるときは、当該県有

項の規定による出納員には、鳥取県立博物館の総務 財産の予定価格を当該入札の執行前に公表すること

課長の職にある者をもって充てる。 ができる。この場合において、第127条（第135条に

おいて準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、

予定価格を記載した書面は、封書にすることを要し

ない。

（入札執行の傍聴）

12 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか 12 契約担当職員は、当分の間、測量等業務に係る入

かわらず、知事が別に定める出納機関の事務に関し 札を適正に執行するため特に必要があると認めると

、鳥取県スポーツセンターを出納機関とみなし、 きは、第130条（第135条において準用する場合を含

この規則の規定を適用する。この場合において、第 む。）の規定にかかわらず、別に定めるところによ

５条第２項の規定による出納員には、鳥取県スポー り、入札に関係のない者に当該入札の執行を傍聴さ
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ツセンターの次長の職にある者をもって充てる。 せることができる。

別表第１（第２条、第５条関係） 別表第１（第２条、第５条関係）

機関 職 機関 職

略 略

鳥取県東部総合事務所 鳥取県東部総合事務所 県民局企画総務

課長補佐

(１) 県民局企

画総務課主幹

(２) 県税局収

税課長

鳥取県八頭総合事務所 県民局企画県民 鳥取県八頭総合事務所 県民局企画県民

課主幹 課長補佐

鳥取県中部総合事務所 鳥取県中部総合事務所 県民局企画総務

課長補佐

(１) 県民局企

画総務課主幹

(２) 県税局収

税課長

鳥取県西部総合事務所 鳥取県西部総合事務所 県民局企画総務

課長補佐

(１) 県民局企

画総務課主幹

(２) 県税局収

税課長

鳥取県日野総合事務所 県民局企画総務 鳥取県日野総合事務所 県民局企画総務

課主幹 課長補佐

鳥取県東部県税事務所 収税課長

鳥取県中部県税事務所 収税課長

鳥取県西部県税事務所 収税課長

鳥取県男女共同参画センター 次長 鳥取県男女共同参画センター 主幹

略 略
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鳥取県栽培漁業センター 総務課長 鳥取県栽培漁業センター 総務課長

鳥取県姫路鳥取線用地事務所 次長

略 略

鳥取県西部教育局 次長 鳥取県西部教育局 次長

鳥取県妻木晩田遺跡事務所 総務係長 鳥取県教育センター 総務課長

略 略

鳥取県大山青年の家 庶務係長 鳥取県大山青年の家 庶務係長

鳥取県立図書館 総務課長

鳥取県立博物館 総務課長

鳥取県埋蔵文化財センター 次長 鳥取県埋蔵文化財センター 次長

鳥取県スポーツセンター 次長

略 略

別表第１の２（第６条関係） 別表第１の２（第６条関係）

１ 出納員に委任させる事務 １ 出納員に委任させる事務

区分 委任事務 区分 委任事務

部 部

県民室及び管財 略 県民室及び管財 略

課 課

庶務集中局集中 略 庶務集中局物品 略

業務課 調達室

地域自立戦略課 略 地域自立戦略課 略

統計課 統計に関する県の刊行物の販

売代金及び送付に要する費用

に係る現金の収納に関する事

務

教育委員会事務 県民カレッジの資料代の収納 教育委員会事務 県民カレッジの受講料の収納

局家庭・地域教 に関する事務 局家庭・地域教 に関する事務

育課 育課

議会事務局～警 略 議会事務局～警 略

察本部県民課 察本部県民課
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警察本部交通指 道路交通法第51条の４第１項 警察本部交通指 道路交通法（昭和35年法律第

導課 の放置違反金及び同条第13項 導課 105号）第51条の４第１項の

の延滞金の出納及び保管に関 放置違反金及び同条第13項の

する事務 延滞金の出納及び保管に関す

る事務

出納機関 出納機関

中部県税事務所 １ 現金（基金に属する現

金を除く。）の出納及び

西部県税事務所 保管に関する事務

２ 有価証券（公有財産に

属するものを除く。）の

出納及び保管に関する事

務

３ 支出負担行為の確認に

関する事務

中部県税事務所 １ 現金（基金に属する現金

及び西部県税事 を除く。）の出納及び保管

務所以外のもの に関する事務

２ 有価証券（公有財産に属

するものを除く。）の出納

及び保管に関する事務

３ 物品の出納及び保管に関

する事務

４ 支出負担行為の確認に関

する事務

１ 出納員のうち東部総合事

務所県税局収税課長、中部

総合事務所県税局収税課長

及び西部総合事務所県税局

収税課長に委任させる事務

(１) 現金（基金に属する

現金を除く。）の出納及

び保管に関する事務（県

税に係るものに限る。）

(２) 有価証券（公有財産

に属するものを除く。）

の出納及び保管に関する

事務（県税に係るものに

限る。）

(３) 支出負担行為の確認

に関する事務（県税に係

るものに限る。）

２ 東部総合事務所県税局収

税課長、中部総合事務所県
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税局収税課長及び西部総合

事務所県税局収税課長以外

の出納員に委任させる事務

(１) 現金（基金に属する

現金を除く。）の出納及

び保管に関する事務（県

税に係るものを除く。）

(２) 有価証券（公有財産

に属するものを除く。）

の出納及び保管に関する

事務（県税に係るものを

除く。）

(３) 物品の出納及び保管

に関する事務

(４) 支出負担行為の確認

に関する事務（県税に係

るものを除く。）

出納機関に指定し 出納機関に指定し

ない機関 ない機関

常時資金前渡を 略 常時資金前渡を 略

受けた機関 受けた機関

公文書館 公文書館 公文書及び行政資料の写しの

作成に要する費用に係る現金

の収納に関する事務

１ 公文書及び行政資料の写

しの作成に要する費用に係

る現金の収納に関する事務

２ 県が発行する刊行物（知

事が別に定めるものに限

る。）の販売代金及び送付

に要する費用に係る現金の

収納に関する事務

２ 分任出納員に委任させる事務 ２ 分任出納員に委任させる事務

区分 委任事務 区分 委任事務

名古屋事務所 略 名古屋事務所 略

東部総合事務所 東部総合事務所 １ 公文書、行政資料その他

の書類の写しの作成及び送

付に要する費用に係る現金

の収納に関する事務

２ 県が発行する刊行物及び
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バッジの販売代金並びに送

付に要する費用に係る現金

の収納に関する事務

３ 県営住宅の家賃、敷金及

び駐車場に係る使用料並び

に港湾施設に係る使用料の

一部の収納に関する事務

４ 衛生検査及び試験並びに

これらに関する証明書の交

付に係る手数料の収納に関

する事務

５ 野犬等の保管及び返還に

要する費用に係る現金の収

納に関する事務

１ 県税局の分任出納員に委

任させる事務

県税に係る歳入金及び歳

入歳出外現金の一部の収納

に関する事務

２ 県税局の分任出納員以外

の分任出納員に委任させる

事務

(１) 公文書、行政資料そ

の他の書類の写しの作成

及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する

事務

(２) 県が発行する刊行物

及びバッジの販売代金並

びに送付に要する費用に

係る現金の収納に関する

事務

(３) 県営住宅の家賃、敷

金及び駐車場に係る使用

料の一部の収納に関する

事務

(４) 衛生検査及び試験並

びにこれらに関する証明

書の交付に係る手数料の

収納に関する事務

(５) 野犬等の保管及び返

還に要する費用に係る現

金の収納に関する事務

(６) 土木施設に係る使用

料及び占用料の収納に関
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する事務

八頭総合事務所 １及び２ 略 八頭総合事務所 １及び２ 略

３ 土木施設に係る使用料及

び占用料の収納に関する事

務

中部総合事務所 中部総合事務所 １ 公文書、行政資料その他

の書類の写しの作成及び送

付に要する費用に係る現金

の収納に関する事務

２ 県が発行する刊行物及び

バッジの販売代金並びに送

付に要する費用に係る現金

の収納に関する事務

３ 生活保護費の返還金及び

徴収金、母子福祉資金及び

寡婦福祉資金の償還金並び

に児童措置費（児童相談所

長の措置に係るものを除

く。）、知的障害者措置費

及び養育医療費の負担金の

一部の収納に関する事務

４ 県営住宅の家賃、敷金及

び駐車場に係る使用料並び

に港湾施設に係る使用料の

一部の収納に関する事務

５ 衛生検査及び試験並びに

これらに関する証明書の交

付に係る手数料の収納に関

する事務

６ 野犬等の保管及び返還に

要する費用に係る現金の収

納に関する事務

１ 県税局の分任出納員に委

任させる事務

県税に係る歳入金及び歳

入歳出外現金の一部の収納

に関する事務

２ 県税局の分任出納員以外

の分任出納員に委任させる

事務

(１) 公文書、行政資料そ

の他の書類の写しの作成

及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する

事務
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(２) 県が発行する刊行物

及びバッジの販売代金並

びに送付に要する費用に

係る現金の収納に関する

事務

(３) 生活保護費の返還金

及び徴収金、母子福祉資

金及び寡婦福祉資金の償

還金並びに児童措置費

（児童相談所長の措置に

係るものを除く。）、知

的障害者措置費及び養育

医療費の負担金の一部の

収納に関する事務

(４) 県営住宅の家賃、敷

金及び駐車場に係る使用

料の一部の収納に関する

事務

(５) 衛生検査及び試験並

びにこれらに関する証明

書の交付に係る手数料の

収納に関する事務

(６) 野犬等の保管及び返

還に要する費用に係る現

金の収納に関する事務

(７) 土木施設に係る使用

料及び占用料の収納に関

する事務

西部総合事務所 西部総合事務所 １ 公文書、行政資料その他

の書類の写しの作成及び送

付に要する費用に係る現金

の収納に関する事務

２ 県が発行する刊行物及び

バッジの販売代金並びに送

付に要する費用に係る現金

の収納に関する事務

３ 県営住宅の家賃、敷金及

び駐車場に係る使用料並び

に港湾施設に係る使用料の

一部の収納に関する事務

４ 衛生検査及び試験並びに

これらに関する証明書の交

付に係る手数料の収納に関

する事務

５ 野犬等の保管及び返還に
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要する費用に係る現金の収

納に関する事務

１ 県税局の分任出納員に委

任させる事務

県税に係る歳入金及び歳

入歳出外現金の一部の収納

に関する事務

２ 県税局の分任出納員以外

の分任出納員に委任させる

事務

(１) 公文書、行政資料そ

の他の書類の写しの作成

及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する

事務

(２) 県が発行する刊行物

及びバッジの販売代金並

びに送付に要する費用に

係る現金の収納に関する

事務

(３) 県営住宅の家賃、敷

金及び駐車場に係る使用

料の一部の収納に関する

事務

(４) 衛生検査及び試験並

びにこれらに関する証明

書の交付に係る手数料の

収納に関する事務

(５) 野犬等の保管及び返

還に要する費用に係る現

金の収納に関する事務

(６) 土木施設に係る使用

料及び占用料の収納に関

する事務

日野総合事務所 日野総合事務所 生活保護費の返還金及び徴収

金、母子福祉資金及び寡婦福

祉資金の償還金並びに児童措

置費（児童相談所長の措置に

係るものを除く。）、知的障

害者措置費及び養育医療費の

負担金の一部の収納に関する

事務

１ 生活保護費の返還金及び

徴収金、母子福祉資金及び

寡婦福祉資金の償還金並び
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に児童措置費（児童相談所

長の措置に係るものを除

く。）及び養育医療費の負

担金の一部の収納に関する

事務

２ 土木施設に係る使用料及

び占用料の収納に関する事

務

県税事務所 県税に係る歳入金及び歳入歳

出外現金の一部の収納に関す

る事務

福祉相談センター 略 福祉相談センター 略

～家畜保健衛生所 ～家畜保健衛生所

園芸試験場 園芸試験場において収穫した 園芸試験場 分場等に係る歳入金の収納並

生産品の販売代金の一部の収 びに生産し、又は収穫した物

納に関する事務 品の出納及び保管に関する事

務

鳥取港湾事務所及 略 鳥取港湾事務所及 略

び鳥取空港管理事 び鳥取空港管理事

務所 務所

別表第４（第135条の２関係）

契約の種類 金額

工事又は製造の請負 2,500,000円

財産の買入れ 1,600,000円

物件の借入れ 800,000円

財産の売払い 500,000円

物件の貸付け 300,000円

前各号に掲げるもの以外のも 1,000,000円

の

様式第４号（第19条関係）（Ａ列６号のもの複写式） 様式第４号（第19条関係）（Ａ列６号のもの複写式）

略 略

備考 １～３ 略 備考 １～３ 略

４ この様式によることが実情に合わない

ときは、知事の承認を受けて別の様式と
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することができる。

４ 略 ５ 略

様式第９号（第26条、第139条関係） 様式第９号（第26条、第139条関係）（Ａ列４号）

受託歳入金払込計算書 受託歳入金払込計算書

年 月 日 年 月 日

鳥取県知事 鳥取県知事

(出納機関の長) (出納機関の長)

氏 名様 氏 名様

鳥取県出納長 鳥取県出納長

(出納機関名 出納員) (出納機関名 出納員)

受託者 氏 名 ㊞ 受託者 氏 名 ㊞

年 月 日から 年 月 日までの 年 月 日から 年 月 日までの

間における歳入金を下記のとおり払い込みました。 間における歳入金を下記のとおり払い込みました。

略 略

備考 備考 １ 本庁に提出する場合は、知事あてのもの

と出納長あてのものは別葉とする。

２ この様式によりがたいときは、知事の承

認を受けて別の様式とすることができる。

本庁に提出する場合は、知事あてのものと出

納長あてのものを別葉とすること。

様式第27号（第79条関係） 様式第27号（第79条関係）（Ａ列４号）

受託歳出金精算報告書 受託歳出金精算報告書

年 月 日 年 月 日

鳥取県出納員 鳥取県出納員

氏 名 様 氏 名 様

(出納機関名 出納員) (出納機関名 出納員)

受託者 氏 名 ㊞ 受託者 氏 名 ㊞

年 月 日から 年 月 日までの 年 月 日から 年 月 日までの

間における支払額を下記のとおり報告します。 間における支払額を下記のとおり報告します。

略 略

備考 この様式によりがたいときは、知事の承認を

受けて別の様式とすることができる。

第２条 鳥取県会計規則の一部を次のように改正する。

様式第47号を次のように改める。

様式第47号（第17条関係）
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検 査 済 印

その１（庶務集中局用）

直径25ミリメートル

その２（出納局用）

直径25ミリメートル

備考 検査済印は、帳簿又は帳票の所定の箇所に押印するものとし、検査員は私印を側印すること。

附 則

この規則は、平成19年４月１日から施行する。
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鳥取県収入証紙規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第44号

鳥取県収入証紙規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県収入証紙規則（昭和39年鳥取県規則第17号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項及び別表の細目の表示に下線が引かれた項及び別表の細目（以下この条において「移

動項等」という。）に対応する次の表の改正後の欄中項及び別表の細目の表示に下線が引かれた項及び別表の

細目（以下この条において「移動後項等」という。）が存在する場合には、当該移動項等を当該移動後項等と

し、移動項等に対応する移動後項等が存在しない場合には、当該移動項（以下この条において「削除項等」と

いう。）を削る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項及び別表の細目の表示並びに削除項等を除く。以下この条に

おいて「改正部分」という。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項及び別表の細目の表

示を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正

部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存

在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （目的）

第１条 この規則は、鳥取県収入証紙条例（昭和39年 第１条 この規則は、鳥取県収入証紙条例（昭和39年

鳥取県条例第９号。以下「条例」という。）の規定 ３月鳥取県条例第９号。以下「条例」という。）の

に基づき、証紙による収入の方法等に関し必要な事 規定に基づき、証紙による収入の方法等に関し必要

項を定めるものとする。 な事項を定めることを目的とする。

（証紙の消印） （証紙の消印）

第５条 前条の申請書、願書等を受理した本庁の課（課 第５条 前条の規定による申請書、願書等を受理した

に相当するものを含む。）の長（以下「課長」とい 本庁の課長（以下「課長」という。）又は出納機関

う。）又は出納機関の長（総合事務所にあっては、 の長は、はり付けられた証紙を証紙消印（様式第１

各局の課長。以下同じ。）は、はり付けられた証紙 号）をもって消印しなければならない。

を証紙消印（様式第１号）をもって消印しなければ

ならない。

（収入状況の報告） （収入状況の報告）

第７条 出納機関の長は、別表第１の１の項に掲げる 第７条 出納機関の長は、別表第１の１の項に掲げる

歳入については、上半期及び下半期の証紙による収 歳入については、毎四半期の証紙による収入の状況

入の状況を、庶務集中局長が別に定める方法によ を、証紙収入状況報告書（様式第３号）により、当

り 、当該上半期及び下半期の末月の翌月の10日ま 該四半期の末月の翌月の10日までに、その歳入に係

でに、その歳入に係る予算を所管する課長（以下「予 る予算を所管する課長（以下「予算主務課長」とい

算主務課長」という。）に報告しなければならない。 う。）に報告しなければならない。ただし、過誤納

ただし、過誤納金の還付を行う必要がある場合にお 金の還付を行う必要がある場合における当該過誤納

ける当該過誤納金に係る証紙による収入の状況につ 金に係る証紙による収入の状況についての報告は、
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いての報告は、随時行うことができる。 随時行うことができる。

２ 予算主務課長（警察本部会計課長を除く。）は、

別表第１の１の項に掲げる歳入については、毎四半

期の証紙による収入額を取りまとめ、証紙収入調書

（様式第４号）を作成し、総務部庶務集中局集中化

推進室長に送付しなければならない。

２ 略 ３ 略

（歳入への受入れの手続） （歳入への受入れの手続）

第８条 予算主務課長は、別表第１の１の項に掲げる 第８条 総務部庶務集中局集中化推進室長及び警察本

歳入については、上半期及び下半期の証紙による収 部会計課長は、別表第１の１の項に掲げる歳入につ

入額を取りまとめ、別に定める様式による公金振替 いては、毎四半期の証紙による収入額を取りまとめ、

依頼書を作成し、当該上半期及び下半期の末月の翌 別に定める様式による公金振替依頼書を作成し、こ

月の20日までに総務部庶務集中局指導管理課長に送 れに証紙収入調書を添えて、当該四半期の末月の翌

付しなければならない。ただし、過誤納金の還付を 月の20日までに総務部庶務集中局指導管理室長に送

行う必要がある場合における当該過誤納金に係る証 付しなければならない。ただし、過誤納金の還付を

紙による収入に係る公金振替依頼書の送付は、随時 行う必要がある場合における当該過誤納金に係る証

行うことができる。 紙による収入に係る公金振替依頼書及び証紙収入調

書の送付は、随時行うことができる。

２ 略 ２ 略

３ 総務部庶務集中局指導管理課長は、公金振替依頼 ３ 総務部庶務集中局指導管理室長は、公金振替依頼

書の送付を受けたときは、当該公金振替依頼書に基 書の送付を受けたときは、当該公金振替依頼書に基

づき支出仕訳書を作成し、収入証紙特別会計から当 づき支出仕訳書を作成し、収入証紙特別会計から当

該歳入金の属する科目に振替の手続をしなければな 該歳入金の属する科目に振替えの手続をしなければ

らない。 ならない。

別表第１（第２条、第７条、第８条、第13条関係) 別表第１（第２条、第７条、第８条、第13条関係)

１ 使用料及び手数料 １ 使用料及び手数料

(１)～(17) 略 (１)～(17) 略

(18) 鳥取県産業技術センター条例（平成11年鳥

取県条例第36号）第５条第１項の規定に基づく

設備使用料及び同条第2項の規定に基づく手数

料

(18) 略 (19) 略

(19) 略 (20) 略

(20) 略 (21) 略

(21) 略 (22) 略

(22) 略 (23) 略

(23) 略 (24) 略

(24) 略 (25) 略

(25) 略 (26) 略

(26) 略 (27) 略

(27) 略 (28) 略

２ 略 ２ 略
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様式第２号（第６条関係）その１ 様式第２号（第６条関係）その１

証紙徴収整理簿 証紙徴収整理簿

部 課 部 課

（出納機関名） （出納機関名）

略 略

備考 １～３ 略 備考 １～３ 略

４ 課長（出納機関の長）印は、私印とする。

５ 総合事務所にあっては、出納機関の長とあるの

は、局の課長とする。

第２条 鳥取県収入証紙規則の一部を次のように改正する。

様式第３号及び様式第４号を次のとおり改める。

様式第３号及び様式第４号 削除

様式第８号及び様式第８号の２の規定中「指導管理室長」を「指導管理課長」に改める。

第３条 鳥取県収入証紙規則の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条、第７条、第８条、第13条関係） 別表第１（第２条、第７条、第８条、第13条関係）

１ 使用料及び手数料 １ 使用料及び手数料

(１)～(22) 略 (１)～(22) 略

(23) 鳥取県屋外広告物条例（昭和37年鳥取県条 (23) 鳥取県屋外広告物条例（昭和37年鳥取県条

例第31号）第10条の10第２項及び第10条の18の 例第31号）第10条の３第２項の規定に基づく手

規定に基づく手数料 数料

(24)～(27) 略 (24)～(27) 略

２ 略 ２ 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。ただし、第３条の規定は、同年10月１日から施行する。

（適用区分）

２ 第１条の規定による改正後の鳥取県収入証紙規則第７条第１項及び第８条第１項の規定は、平成19年度の証

紙による収入から適用する。

平成19年３月30日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第59号
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